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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

　回次
第71期

第３四半期
連結累計期間

第72期
第３四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 2,111,342 2,083,324 2,920,946

経常利益 (千円) 229,951 265,293 349,681

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 109,941 187,119 175,288

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 110,764 239,579 201,443

純資産額 (千円) 2,338,951 2,626,181 2,429,593

総資産額 (千円) 3,637,064 3,861,670 3,811,152

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 80.92 132.92 129.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.9 63.4 57.5
 

　

回次
第71期

第３四半期
連結会計期間

第72期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 33.76 43.18
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たりの四半期(当期)純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている「事業の内

容」についての変更は、以下のとおりであります。

当社グループは、システム事業、事務機器事業及び不動産事業の３事業を展開しておりますが、当社は、平成29年

４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社で、システム事業及び不動産事業を展開していたテクノ・トロン㈱

を吸収合併いたしました。

これにより、当社グループの事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、セ

グメントと同一の区分であります。

 
①　システム事業： 当社及び連結子会社である㈱テクノ・セブンシステムズが、業務アプリケーション、組込系

や制御系システムの開発請負、ＩＴ基盤の構築から運用・監視及びトータル・システムソ

リューションの提供を行っております。

②　事務機器事業： 当社の連結子会社であるニッポー㈱が、事務機器事業を行っております。主要な製品はタイ

ムレコーダー、３Ｄプリンタ、自動紙折り機及びシステムタイムレコーダー、勤怠管理シス

テム、入退室管理システム等で、これらの製品をニッポー㈱が企画・開発・販売するほか、

親会社の子会社である北部通信工業㈱に製造委託を行っております。

③　不動産事業： 当社が、マンション等の賃貸を行っております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や設備投資、雇用環境の改善などを背景に緩やかな

回復基調が続きました。海外では、米国の政策運営の不確実性や東アジアにおける地政学リスクの高まりなど、依

然として不透明な要素が存在し続ける状況でした。

このような状況下、当社グループは、システム事業・事務機器事業をメインに不動産事業を加え、３事業を柱に

事業の効率化、利益体質への改善に努めてまいりました。

こうした結果、当社グループ全体の業績といたしましては、事務機器事業及び不動産事業の連結売上高が前年同

期比増収となったものの、システム事業が減収となったことから、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は2,083

百万円（前年同期比1.3％減）となりました。利益面につきましては、システム事業で高採算案件へのシフトやエン

ジニアの稼働率を高水準に維持できたことに加え、不動産事業で前年同期比増益となったことが寄与したため、連

結営業利益は266百万円（前年同期比16.5％増）、連結経常利益は265百万円（前年同期比15.4％増）となりまし

た。なお、保有有価証券の一部を売却し、35百万円の投資有価証券売却益を特別利益として計上したため、親会社

株主に帰属する四半期純利益は187百万円（前年同期比70.2％増）となりました。

 
セグメントごとの業績は以下のとおりであります。

 

①　システム事業

システム事業は、システム・ソリューションやソフトウエアの設計・開発、産業機器や民生機器への組込み

システム開発、ＩＴ基盤設計・構築サービスを提供する当社の他に、子会社の㈱テクノ・セブンシステムズが

業務系アプリケーション開発を行っております。顧客企業の製品開発やサービスの強化、向上のためのシステ

ム開発技術支援に対するニーズは底堅く推移しており、さらに営業活動強化による新規受注の拡大も図りまし

た。しかし、外注先エンジニアの確保の逼迫により、システム事業の連結売上高は、1,378百万円（前年同期比

4.9％減）となりました。また、セグメント利益（連結経常利益）は、高採算案件へのシフトやエンジニアの稼

働率を高水準に維持できたため、190百万円（前年同期比10.8％増）となりました。

 
②　事務機器事業

事務機器事業は、子会社のニッポー㈱が、「ＮＩＰＰＯ」ブランドのオフィス用事務機を製造、販売してお

ります。タイムレコーダーなどの主力製品が堅調のほか、自動紙折り機やシュレッダーなどＯＥＭ製品の拡充

により取引先への商品提案力の強化、多様な造形用フィラメント素材など関連商品の提供による３Ｄプリン

タ・ユーザーの裾野拡大、製品受注強化の取組みにより、事務機器事業の連結売上高は、598百万円（前年同期

比5.9％増）となりました。また、セグメント利益（連結経常利益）は、29百万円（前年同期比9.5％増）とな

りました。

 
③　不動産事業

不動産事業は、所有賃貸不動産の稼働率維持に努めたことにより、不動産事業の連結売上高は、106百万円

（前年同期比10.5％増）となりました。また、セグメント利益（連結経常利益）は、45百万円（前年同期比

45.4％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

①　資産

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1.3％増加し3,861百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ7.9％増加し1,328百万円となりました。これは主に、受取手形及び売

掛金が減少した一方、商品及び製品、預け金が増加したこと等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ1.8％減少し2,532百万円となりました。これは主に、その他（投資そ

の他の資産）が減少したこと等によるものであります。

 
②　負債

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ10.6％減少し1,235百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ16.3％減少し391百万円となりました。これは主に、未払法人税等及び

賞与引当金が減少したこと等によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ7.6％減少し844百万円となりました。これは主に、退職給付に係る負

債が増加した一方、長期借入金が減少したこと等によるものであります。

　

③　純資産

純資産は、前連結会計年度末に比べ8.1％増加し2,626百万円となりました。これは主に、資本剰余金及び利

益剰余金が増加したこと等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当社グループでは、連結子会社のニッポー㈱が、事務機器事業を展開し、顧客ニーズの多様化に対応する「ＮＩ

ＰＰＯ」ブランドの製品開発やユーザーの要望に応える研究開発活動を行っております。

当第３四半期連結累計期間におきましては、３Ｄプリンタのラインナップ拡充のための開発や造形精度向上等の

ための研究を進めました。

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は9百万円であります。

 

 (5) 従業員数

 ①　連結会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、当社グループはシステム事業の業容の拡大を図るため、積極的にエン

ジニアの採用を進めました。これに伴い、システム事業の従業員数は、前連結会計年度末に比べて６名増加し

ております。

なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含む就業人員数であります。

　

 ②　提出会社の状況

当第３四半期累計期間において、当社はシステム事業の業容拡大を図るため、積極的にエンジニアの採用を

進めました。また、当社は、平成29年４月１日を効力発生日として当社連結子会社テクノ・トロン㈱を吸収合

併いたしました。これらに伴い、システム事業の従業員数は、前事業年度末に比べて36名増加しております。

なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数でありま

す。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,700,000

計 3,700,000
 

(注)　平成29年６月26日開催の第71期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で株式併合（10株を１株に

併合）に伴う定款の変更が行われ、提出日現在の発行可能株式総数は33,300,000株減少し、3,700,000株と

なっております。

　

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,407,840 1,407,840
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数
100株

計 1,407,840 1,407,840 ― ―
 

(注)　平成29年６月26日開催の第71期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で株式併合（10株を１株に

併合）及び単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）を行っております。これにより提出日現在の発行

済株式数は12,670,560株減少し、1,407,840株となっております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日～
　平成29年12月31日

△12,670,560 1,407,840 ─ 100,000 ─ 25,000
 

(注)　平成29年10月１日付をもって、普通株式10株を１株とする株式併合を行っております。これにより、

株式併合後の発行済株式数は12,670,560株減少し、1,407,840株となっております。　

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,046,000
14,046 ―

単元未満株式 普通株式 32,400
 

― ―

発行済株式総数 14,078,400 ― ―

総株主の議決権 ― 14,046 ―
 

(注)　１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式225株が含まれております。

２．平成29年６月26日開催の第71期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で株式併合（10株を

１株に併合）及び単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）を行っております。これにより株式

併合後の発行済株式数は12,670,560株減少し、1,407,840株となっております。

 
② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ─ ― ―

計 ― ― ─ ― ―
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 508,585 521,699

  受取手形及び売掛金 452,713 ※  385,558

  商品及び製品 51,987 125,522

  原材料及び貯蔵品 25,941 23,134

  預け金 152,834 238,371

  繰延税金資産 37,169 23,769

  その他 2,382 10,856

  流動資産合計 1,231,614 1,328,912

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 1,234,685 1,237,680

    減価償却累計額 △567,194 △588,637

    建物及び構築物（純額） 667,490 649,042

   機械装置及び運搬具 12,445 10,985

    減価償却累計額 △12,445 △10,985

    機械装置及び運搬具（純額） 0 0

   工具、器具及び備品 155,035 126,638

    減価償却累計額 △149,119 △121,543

    工具、器具及び備品（純額） 5,915 5,095

   土地 1,396,494 1,396,494

   有形固定資産合計 2,069,900 2,050,632

  無形固定資産   

   その他 12,745 9,635

   無形固定資産合計 12,745 9,635

  投資その他の資産   

   投資有価証券 430,204 432,523

   その他 66,688 39,965

   投資その他の資産合計 496,892 472,489

  固定資産合計 2,579,538 2,532,757

 資産合計 3,811,152 3,861,670
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 104,429 83,793

  短期借入金 144,200 144,200

  未払法人税等 58,416 31,070

  賞与引当金 60,535 33,469

  その他 99,879 98,769

  流動負債合計 467,461 391,302

 固定負債   

  長期借入金 604,620 515,220

  繰延税金負債 44,037 51,908

  役員退職慰労引当金 9,757 6,459

  退職給付に係る負債 218,596 234,919

  その他 37,088 35,678

  固定負債合計 914,098 844,185

 負債合計 1,381,559 1,235,488

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000

  資本剰余金 583,231 643,259

  利益剰余金 1,462,343 1,608,759

  自己株式 △19,547 △94

  株主資本合計 2,126,028 2,351,925

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 63,543 97,905

  その他の包括利益累計額合計 63,543 97,905

 非支配株主持分 240,021 176,350

 純資産合計 2,429,593 2,626,181

負債純資産合計 3,811,152 3,861,670
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 2,111,342 2,083,324

売上原価 1,540,528 1,467,986

売上総利益 570,814 615,337

販売費及び一般管理費 342,140 348,924

営業利益 228,673 266,413

営業外収益   

 受取利息及び配当金 3,601 2,036

 試作品売却益 ― 1,460

 物品売却益 3,222 ―

 その他 1,615 821

 営業外収益合計 8,439 4,318

営業外費用   

 支払利息 3,688 3,123

 消費税差額金 1,413 1,284

 その他 2,059 1,031

 営業外費用合計 7,161 5,438

経常利益 229,951 265,293

特別利益   

 投資有価証券売却益 12,651 35,839

 特別利益合計 12,651 35,839

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 投資有価証券評価損 44,383 ―

 投資有価証券売却損 ― 3,556

 特別損失合計 44,383 3,556

税金等調整前四半期純利益 198,218 297,576

法人税、住民税及び事業税 62,873 91,437

法人税等調整額 11,572 3,874

法人税等合計 74,445 95,312

四半期純利益 123,772 202,263

非支配株主に帰属する四半期純利益 13,830 15,143

親会社株主に帰属する四半期純利益 109,941 187,119
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 123,772 202,263

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △13,008 37,315

 その他の包括利益合計 △13,008 37,315

四半期包括利益 110,764 239,579

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 99,768 221,482

 非支配株主に係る四半期包括利益 10,996 18,096
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

前連結会計年度末において当社の連結子会社であったテクノ・トロン㈱は、平成29年４月１日付で、当社を存続会

社とした吸収合併を行ったことに伴い、消滅いたしました。

 
(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

受取手形 ―千円 1,705千円
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 27,634千円 26,697千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月27日
定時株主総会

普通株式 40,852 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月28日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月26日
定時株主総会

普通株式 40,704 3.00 平成29年３月31日 平成29年６月27日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社テクノ・セブン(E01942)

四半期報告書

14/19



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額

 

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）1システム事業

事務機器
事業

不動産事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,450,313 564,790 96,238 2,111,342 ― 2,111,342

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

5,958 1,563 540 8,061 △8,061 ―

計 1,456,271 566,353 96,778 2,119,403 △8,061 2,111,342

セグメント利益 171,900 26,576 31,474 229,951 ― 229,951
 

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額

 

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）1システム事業

事務機器
事業

不動産事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,378,898 598,125 106,300 2,083,324 ― 2,083,324

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

5,850 1,428 540 7,818 △7,818 ―

計 1,384,748 599,553 106,840 2,091,143 △7,818 2,083,324

セグメント利益 190,452 29,088 45,752 265,293 ― 265,293
 

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 80円92銭 132円92銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 109,941 187,119

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額(千円)

109,941 187,119

    普通株式の期中平均株式数(株) 1,358,695 1,407,806
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合を持って株式併合を実施しております。前連結会

計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月14日

株式会社テクノ・セブン

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   廣   田   剛   樹   印

 

   
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   野   田   裕   一   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テク

ノ・セブンの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日

から平成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノ・セブン及び連結子会社の平成29年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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